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昨年成立した独占禁止法改正法の附則20条において、「審判手続に係る規定について、

全面にわたって見直すものとし、平成21年度中に検討を加え、その結果に基づいて所要の

措置を講ずるものとする」と定められた。 

しかし、その後に、どこでどのように「検討」されたか、私たち国民には全く分からな

いまま、最近の報道によると、審判を廃止する方向で法律案が策定中とのことである。 

この問題は、内閣府の独占禁止法基本問題懇談会が各方面の識者を集めて2年間にわた

り慎重な議論を重ね、2007年 6月に、審判制度につき、不服審査型審判方式を当面維持し

つつ、一定の条件が整った段階で事前審査型審判方式を改めて採用することが適当である、

との報告をまとめているところである。 

私たち経済法を専攻する研究者の有志は、2008 年 4 月に、「独占禁止法等の改正に関す

る意見」を公表し、その中で、審判手続の廃止など、「独立行政委員会としての公取委の廃

止につながるおそれのある拙速な法改正は、断じて行うべきではない」と述べた。 

現行の審判制度について問題があるとしても、前記の事前審査型審判方式に戻す案、審

判と取消訴訟との選択制案（日本弁護士連合会「独占禁止法基本問題懇談会報告書に対す

る意見書」2007 年 8 月）、「修正事前審査型審判方式」の提案（経済同友会「独占禁止法

における審判制度についての意見－公正取引委員会が担う役割と審判制度の意義－」2008

年 11月）などが出されているのであり、これらを含めて再検討すべきである。 

審判制度の廃止は、独占禁止法あるいはより広くわが国の競争政策に関する重大な変更で

あり、また、仮に廃止するとしても関連する様々な制度的仕組みをどう変えるかなど、綿

密な検討を必要とするはずのものであるから、政府は、よりオープンな場で広く意見を聞

きつつ、法案作りを進めるべきものと考える 
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